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掲示文書一覧（市長分） 令和7年10月1日

種別 番号 題　　名 主　管　課

告示 492 市道路線の区域決定及び供用開始について 道路総務課

告示 493
姫路市国民健康保険料の滞納処分に係る差押調書（謄本）の公示送
達について

国民健康保険課

公告 541
令和７年度姫路市デジタル人材育成研修実施業務委託に係る公募型
プロポーザルの実施について

デジタル戦略室

公告 542
制限付一般競争入札（事前審査型）に係る日程等の共通事項につい
て

契約課

公告 543
制限付一般競争入札（事後審査型）に係る日程等の共通事項につい
て

契約課

公告 544
制限付一般競争入札（事後審査型）に係る日程等の共通事項につい
て

契約課

公告 545 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 546 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 547 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 548 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 549 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 550 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 551 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 552 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 553 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 554 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 555 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 556 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 557 制限付一般競争入札（事前審査型）について 契約課

公告 558 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 559 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 560 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 561 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 562 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 563 制限付一般競争入札（事後審査型）について 契約課

公告 564
姫路市英賀保駅周辺土地区画整理組合の事業計画変更（第８回）の
縦覧について

区画整理課

公告 565 姫路市営住宅の入居者募集について 住宅課

公告 566 公売の中止について 納税課

公告 567 事業計画のある道路指定について 建築指導課

公告 568 開発行為に関する工事の完了について まちづくり指導課

【 閲覧用 】
持ち帰り厳禁



2頁／2頁

掲示文書一覧（市長分） 令和7年10月1日

種別 番号 題　　名 主　管　課

公告 569 開発行為に関する工事の完了について まちづくり指導課

【 閲覧用 】
持ち帰り厳禁



姫路市長　　清　元　秀　泰

市道路線の区域決定及び供用開始について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条の規定に基づき、下記市道路線の区

なお、その関係図面は、姫路市建設局道路管理部道路総務課において、告示の日か

ら２週間一般の縦覧に供する。

記

令和　７年１０月　１日

姫路市告示第　４９２号

域を決定し、告示の日からその供用を開始する。

路　 線　 名 区　　　　　　　　　　間 幅員 m 延長　m

城陽

姫路市南条二丁目５番地先から同市飾磨

区阿成３３番２地先まで

3.46

～  

12.83

３２９号線 257.00

城陽

姫路市南条一丁目１番地先から同市飾磨

区野田町１３４番地先まで

11.03

～  

15.27

３３０号線 799.00

高浜

姫路市飾磨区上野田五丁目２０１番地先

から同市飾磨区阿成植木１１３３番地先

まで

8.24

～  

8.50

２９９号線 240.00

高浜

姫路市南条三丁目１番地先から同市飾磨

区三宅二丁目２３番１地先まで

8.22

～  

18.34

３００号線 802.00
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S=1:7,500

１
２

３

４



                         姫路市告示第 ４９３号  

                         令和 ７年１０月 １日  

 

                      姫路市長  清 元 秀 泰    

 

姫路市国民健康保険料の滞納処分に係る差押調書（謄本）の公示送

達について 

 

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条の規定により準用される地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により、下記書類を保管し

ているので、いつでもその送達を受けるべき者に交付します。 

 

                  記 

 

１ 送達を受けるべき者の最終確認住所及び氏名 

  姫路市立町４０番地 

  三木 康弘 

２ 送達すべき書類 

姫路市国民健康保険料滞納処分に係る差押調書（謄本） 

 

 



姫路市公告第 ５４１号 

令和 ７年１０月 １日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

令和７年度姫路市デジタル人材育成研修実施業務委託に係る公募型

プロポーザルの実施について 

 

標題の件について、下記のとおり公告する。 

 

記 

 

１ プロポーザルに付する事項 

⑴ 業務名 

令和７年度姫路市デジタル人材育成研修実施業務委託 

⑵ 業務の概要 

本市における庁内デジタル人材育成の方策の一環として、全庁的な変革マイン

ドの醸成及びデジタルリテラシーの底上げを図るための職員研修を企画し、実施

するもの。 

⑶ 履行場所 

姫路市役所 

⑷ 業務期間 

契約を締結した日から令和８年３月３１日まで 

⑸ 提案上限金額（消費税及び地方消費税相当額を含む 。）  

１，５００，０００円 

 

２ プロポーザルの実施 

⑴ 本件は、令和７年度姫路市デジタル人材育成研修実施業務委託に係る公募型プ

ロポーザル募集要項（以下「募集要項」という。）に基づき実施する。 



募集要項は、姫路市役所ホームページで提供する。 

（ https://www.city.himeji.lg.jp/sangyo/0000031817.html） 

⑵ 担当部署 

姫路市デジタル戦略本部デジタル戦略室 

〒６７０－８５０１ 姫路市安田四丁目１番地 

電話：０７９－２２１－２３８８ 



御蔭一本木遺跡発掘調査工事

令和７年（2025年）　１０月　１日　午前９時３０分から

令和７年（2025年）　１０月　８日　午後４時まで

令和７年（2025年）　１０月　１日から

令和７年（2025年）　１０月　８日まで（姫路市の休日を定める条例（平成２
年姫路市条例第１５号）第２条第１項各号に掲げる本市の休日を除く。）

午前９時３０分から正午まで及び午後１時から午後５時まで
ただし、最終日は午前９時３０分から正午まで及び午後１時から午後４時まで

送付予定日 令和７年（2025年）　１０月　９日

参加資格なしに
対する理由請求
期限

令和７年（2025年）　１０月１４日　正午まで

令和７年（2025年）　１０月　１日から
令和７年（2025年）　１０月２８日まで
令和７年（2025年）　１０月　１日から
令和７年（2025年）　１０月２８日まで

質問受付期限 令和７年（2025年）　１０月１４日　午後４時まで
質問回答開始 令和７年（2025年）　１０月１７日

令和７年（2025年）　１０月２９日　午後１時から
令和７年（2025年）　１０月３０日　午後４時まで（兵庫県電子入札共同運営
システムの休止時間を除く。)
令和７年（2025年）　１０月３１日

姫路市財政局財務部契約課

令和７年（2025年）　１１月　６日　正午まで

令和７年（2025年）　１１月１１日

令和７年（2025年）　１１月１４日

令和７年姫路市公告第１０１号「制限付一般競争入札（事前審査型）共通事項
について（工事）」及び令和７年姫路市公告第１０３号「制限付一般競争入札
（事前審査型）共通事項について（コンサルタント）」に定めるとおり

契約条項を示す期間

姫路市公告第　５４２号　　　

令和　７年１０月　１日　　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　　

　　　制限付一般競争入札（事前審査型）に係る日程等の共通事項について

　令和７年１０月１日付で公告する下記の案件について、日程等の共通事項を、次のとおり公
告する。
　個々の入札に付する条件等については案件ごとに別に公告する。

記

案件名

事前審査用提出書類
提出期間

確
認
通
知
書

申込書等配布及び入
札参加申込期間

契約予定日

その他

設
計
図
書

閲覧期間

入札書提出期間

開札予定日

落札審査書類提出期
限
非落札に対する理由
請求期限

開札予定場所



阿保地区阿保川２号築造外工事＜合併入札＞

船津仁色線道路新設（その４）工事

大津６６号線道路改良工事

糸引５１号線道路補修工事

外堀川改修工事

姫路市立南大津小学校校舎外壁改修等工事

姫路市立香寺いきがいセンター大規模改修等（電気）工事

姫路市立香寺いきがいセンター大規模改修等（機械）工事

姫路市立広峰小学校校庭クラブハウス外壁塗装等工事

下野公園実施設計委託

令和７年（2025年）　１０月　１日　午前９時３０分から

令和７年（2025年）　１０月　８日　午後４時まで

令和７年（2025年）　１０月　１日から
令和７年（2025年）　１０月２４日まで
令和７年（2025年）　１０月　１日から
令和７年（2025年）　１０月２４日まで

質問受付期限 令和７年（2025年）　１０月１４日　午後４時まで
質問回答開始 令和７年（2025年）　１０月１７日

令和７年（2025年）　１０月２７日　午後１時から
令和７年（2025年）　１０月２８日　午後４時まで（兵庫県電子入札共同運営
システムの休止時間を除く。)
令和７年（2025年）　１０月２９日

姫路市財政局財務部契約課

令和７年（2025年）　１１月　４日　正午まで

令和７年（2025年）　１１月　７日

令和７年（2025年）　１１月１２日

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項
について（工事）」及び令和７年姫路市公告第１０４号「制限付一般競争入札
（事後審査型）共通事項について（コンサルタント）」に定めるとおり

その他

設
計
図
書

閲覧期間

入札書提出期間

開札予定日

資格審査書類提出期
限
非落札に対する理由
請求期限

案件名

契約条項を示す期間

記

申込書等配布及び入
札参加申込期間

契約予定日

開札予定場所

姫路市公告第　５４３号　　　

令和　７年１０月　１日　　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）に係る日程等の共通事項について

　令和７年１０月１日付で公告する下記の案件について、日程等の共通事項を、次のとおり公
告する。
　個々の入札に付する条件等については案件ごとに別に公告する。



阿保地区南駅前線築造工事

大塩南北線道路新設工事＜合併入札＞

（北部）中央線道路改良工事

釜河内川改修（その２）工事

的形排水ポンプ場外遠隔監視装置設置工事

大手前公園照明灯改修工事

見野東線測量等委託

幹第３９号線外３路線自転車利用環境整備設計等委託

令和７年（2025年）　１０月　１日　午前９時３０分から

令和７年（2025年）　１０月　８日　午後４時まで

令和７年（2025年）　１０月　１日から
令和７年（2025年）　１０月２８日まで
令和７年（2025年）　１０月　１日から
令和７年（2025年）　１０月２８日まで

質問受付期限 令和７年（2025年）　１０月１４日　午後４時まで
質問回答開始 令和７年（2025年）　１０月１７日

令和７年（2025年）　１０月２９日　午後１時から
令和７年（2025年）　１０月３０日　午後４時まで（兵庫県電子入札共同運営
システムの休止時間を除く。)
令和７年（2025年）　１０月３１日

姫路市財政局財務部契約課

令和７年（2025年）　１１月　６日　正午まで

令和７年（2025年）　１１月１１日

令和７年（2025年）　１１月１４日

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項
について（工事）」及び令和７年姫路市公告第１０４号「制限付一般競争入札
（事後審査型）共通事項について（コンサルタント）」に定めるとおり

開札予定日

資格審査書類提出期
限
非落札に対する理由
請求期限
契約予定日

その他

開札予定場所

入札書提出期間

姫路市公告第　５４４号　　　

令和　７年１０月　１日　　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）に係る日程等の共通事項について

　令和７年１０月１日付で公告する下記の案件について、日程等の共通事項を、次のとおり公
告する。
　個々の入札に付する条件等については案件ごとに別に公告する。

記

案件名

申込書等配布及び入
札参加申込期間

契約条項を示す期間

設
計
図
書

閲覧期間



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合
評定値

平均実績要件

追加提出書類

姫路市公告第　５４５号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 阿保地区阿保川２号築造外工事　＜合併入札＞
施工場所 姫路市阿保地内
施工期限 令和８年（2026年）　　３月３０日限り

工事概要

ボックスカルバート　施工延長　６ｍ

現場打水路　施工延長　４ｍ

側溝工　施工延長　２６ｍ

舗装工　５０㎡

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月２９日　午前９時３０分
前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額（*1）が
４，５００万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長
がこれと同等以上であると認める資格を有する者（*2）を、本工事に専任で配置
できる者）

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ｅブロックに本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が６９０点以
上８００点未満の者
・城陽校区（小学校校区）に本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値
が５７０点以上６９０点未満の者

無
積算疑義申立制度の有無 有

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

資格審査提出書類

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書

（*1）　本件合併入札に係る「阿保地内（その１１）下水道工事」の契約金額との合計とする。

（*2）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建
設業法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

議会の議決 要しない。

その他

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項に
ついて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一般競争入札（事
後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

同日付で姫路市上下水道局が公告する「阿保地内（その１１）下水道工事」と合
併入札とする。



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合
評定値

平均実績要件

追加提出書類

姫路市公告第　５４６号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 船津仁色線道路新設（その４）工事
施工場所 姫路市船津町地内
施工期限 令和８年（2026年）　　３月１７日限り

工事概要
施工延長　１１９ｍ

　擁壁工　施工延長　１０９ｍ

　舗装工　４５８㎡

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月２９日　午前９時３０分
前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５０
０万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長がこれと
同等以上であると認める資格を有する者（*1）を、本工事に専任で配置できる
者）

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ｈブロックに本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が６９０点以
上８００点未満の者
・船津校区（小学校校区）に本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値
が５７０点以上６９０点未満の者

無
積算疑義申立制度の有無 有

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

資格審査提出書類

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書

（*1）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建
設業法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

議会の議決 要しない。

その他
令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項に
ついて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一般競争入札（事
後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合評
定値

平均実績要件

追加提出書類

姫路市公告第　５４７号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 大津６６号線道路改良工事
施工場所 姫路市大津区西土井地内
施工期限 令和８年（2026年）　　５月２９日限り

工事概要
施工延長　７７ｍ

排水構造物工　施工延長　１４５ｍ

舗装工　３３８㎡

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月２９日　午前９時３０分
前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）

支払区分
支払限度額は、おおむね次のとおりとする。
令和７年度　５９％　令和８年度　４１％

予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５００
万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長がこれと同等
以上であると認める資格を有する者（*1）を、本工事に専任で配置できる者）

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ｃブロックに本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が６９０点以上
８００点未満の者
・大津校区（小学校校区）に本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が
５７０点以上６９０点未満の者

無
積算疑義申立制度の有無 有

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

資格審査提出書類

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書

（*1）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建設業
法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

議会の議決 要しない。

その他
令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項につ
いて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一般競争入札（事後審
査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合評
定値

平均実績要件

追加提出書類

姫路市公告第　５４８号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 糸引５１号線道路補修工事
施工場所 姫路市四郷町見野地内
施工期限 令和８年（2026年）　　３月１７日限り

工事概要

施工延長　１２４ｍ

　排水構造物工　施工延長　１２０ｍ

　舗装工　３４１㎡

　区画線工　一式

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月２９日　午前９時３０分
前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５００
万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長がこれと同等
以上であると認める資格を有する者（*1）を、本工事に専任で配置できる者）

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ｆブロックに本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が６９０点以上
８００点未満の者
・四郷校区（小学校校区）に本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が
５７０点以上６９０点未満の者

無
積算疑義申立制度の有無 有

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

資格審査提出書類

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書

（*1）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建設業
法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

議会の議決 要しない。

その他
令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項につ
いて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一般競争入札（事後審
査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合
評定値

平均実績要件

追加提出書類

（*1）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建
設業法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

議会の議決 要しない。

その他
令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項に
ついて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一般競争入札（事
後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

資格審査提出書類

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１０月３１日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５０
０万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長がこれと
同等以上であると認める資格を有する者（*1）を、本工事に専任で配置できる
者）

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ｇブロックに本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が６９０点以
上８００点未満の者
・白鷺又は城東校区（小学校校区）に本店等のある市内業者で土木一式工事の総
合評定値が５７０点以上６９０点未満の者

無
積算疑義申立制度の有無 有

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）

施工期限 令和８年（2026年）　　３月１７日限り

工事概要
施工延長　７３ｍ

河床コンクリート工　３４１㎡

擁壁工　施工延長　４７ｍ

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月２９日　午前９時３０分

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 外堀川改修工事
施工場所 姫路市北条口五丁目地内外

姫路市公告第　５４９号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について



姫路市立南大津小学校校舎外壁改修等工事
姫路市大津区真砂町４０番地２
令和８年（2026年）　　３月１７日限り

北校舎の改修　外壁：３，５７７㎡　防水：１，４２９㎡

上記に係る建築工事　一式

令和７年（2025年）　１０月２９日　午前９時３０分

有
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
契約締結後に公表
有
無

入札参加形態 単体

登録業種（特殊工法） 建築工事

建設業許可区分 建築一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

配置予定技術者 本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者

市内外区分及び総合評
定値

・市内業者で建築一式工事の総合評定値が８００点以上ある者

平均実績要件 建築一式工事の実績額が５，０００万円以上ある者

追加提出書類 無

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書
要しない。

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項につ
いて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一般競争入札（事後審
査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

入
札
参
加
資
格

資格審査提出書類

議会の議決

その他

低入札価格調査の有無

案件名
施工場所
施工期限

工事概要

開札予定日時

前金払の有無
中間前金払の有無
部分払の有無
予定価格
最低制限価格の有無

記

姫路市公告第　５５０号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関す

る手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運営シ

ステム利用規約に従って行う。



姫路市立香寺いきがいセンター大規模改修等（電気）工事
姫路市香寺町須加院３７７番地
令和８年（2026年）　　６月３０日限り

香寺いきがいセンターの大規模改修　改修面積３５６㎡

昇降機棟の増築　鉄骨造　２階建　延べ面積１９㎡

上記に係る電気設備工事

令和７年（2025年）　１０月２９日　午前１０時

有
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）

支払限度額は、おおむね次のとおりとする。
令和７年度　６０％　令和８年度　４０％

契約締結後に公表
有
無

入札参加形態 単体

登録業種（特殊工法） 電気工事

建設業許可区分 電気工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

配置予定技術者
本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５０
０万円以上となる場合は、１級若しくは２級電気工事施工管理技士又は市長がこ
れと同等以上であると認める資格を有する者を、本工事に専任で配置できる者）

市内外区分及び総合
評定値

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・市内業者で電気工事の総合評定値が７２０点以上ある者
・Ａ、Ｂ、Ｇ、Ｈブロックに本店等のある市内業者で電気工事の総合評定値が６
００点以上７２０点未満の者

平均実績要件 電気工事の実績額が１，０００万円以上ある者

その他

・令和７年（2025年）１０月８日に開札予定の本体建築工事である姫路市立香寺
いきがいセンター大規模改修等（建築）工事の契約の相手方となっていない者
・この公告と同日に公告された姫路市立香寺いきがいセンター大規模改修等（機
械）工事の入札参加申込みをしていない者

追加提出書類 無

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書
要しない。

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項に
ついて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一般競争入札（事
後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

本体建築工事である姫路市立香寺いきがいセンター大規模改修等（建築）工事に
ついて、契約の相手方が決定しない場合は、本入札を延期し、又は執行しないこ
とがある。

記

姫路市公告第　５５１号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に

関する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共

同運営システム利用規約に従って行う。

低入札価格調査の有無

案件名
施工場所
施工期限

工事概要

開札予定日時

前金払の有無
中間前金払の有無
部分払の有無

支払区分

予定価格
最低制限価格の有無

入
札
参
加
資
格

資格審査提出書類

議会の議決

その他



姫路市立香寺いきがいセンター大規模改修等（機械）工事
姫路市香寺町須加院３７７番地
令和８年（2026年）　　６月３０日限り

香寺いきがいセンターの大規模改修　改修面積３５６㎡

昇降機棟の増築　鉄骨造　２階建　延べ面積１９㎡

上記に係る機械設備工事

令和７年（2025年）　１０月２９日　午前１０時

有
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）

支払限度額は、おおむね次のとおりとする。
令和７年度　６０％　令和８年度　４０％
契約締結後に公表
有
無

入札参加形態 単体

登録業種（特殊工法） 管工事

建設業許可区分 管工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

配置予定技術者
本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５０
０万円以上となる場合は、１級若しくは２級管工事施工管理技士又は市長がこれ
と同等以上であると認める資格を有する者を、本工事に専任で配置できる者）

市内外区分及び総合
評定値

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・市内業者で管工事の総合評定値が７２０点以上ある者
・Ａ、Ｂ、Ｇ、Ｈブロックに本店等のある市内業者で管工事の総合評定値が６０
０点以上７２０点未満の者

平均実績要件 管工事の実績額が１，０００万円以上ある者

その他

・令和７年（2025年）１０月８日に開札予定の本体建築工事である姫路市立香寺
いきがいセンター大規模改修等（建築）工事の契約の相手方となっていない者
・この公告と同日に公告された姫路市立香寺いきがいセンター大規模改修等（電
気）工事の入札参加申込みをしていない者
・水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１６条の２第１項の規定に基づき姫路
市上下水道事業管理者より指定給水装置工事事業者の指定を受けている者
・姫路市下水道条例（昭和３５年姫路市条例第３２号）第８条に規定する指定業
者となっている者

追加提出書類 無
・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・姫路市上下水道局指定給水装置工事事業者証の写し
・姫路市下水道排水設備工事施工業者指定証の写し
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書
要しない。

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項に
ついて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一般競争入札（事
後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

本体建築工事である姫路市立香寺いきがいセンター大規模改修等（建築）工事に
ついて、契約の相手方が決定しない場合は、本入札を延期し、又は執行しないこ
とがある。

入
札
参
加
資
格

資格審査提出書類

議会の議決

その他

低入札価格調査の有無

案件名
施工場所
施工期限

工事概要

開札予定日時

前金払の有無
中間前金払の有無
部分払の有無

支払区分

予定価格
最低制限価格の有無

記

姫路市公告第　５５２号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。



姫路市立広峰小学校校庭クラブハウス外壁塗装等工事
姫路市峰南町２番１号
令和８年（2026年）　　３月１２日限り

校庭クラブハウスの改修　外壁：２３５㎡　防水：１７１㎡

上記に係る塗装工事　一式

令和７年（2025年）　１０月２９日　午前１０時

有
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
契約締結後に公表
有
無

入札参加形態 単体

登録業種（特殊工法） 塗装工事

建設業許可区分 塗装工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

配置予定技術者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５０
０万円以上となる場合は、１級建築施工管理技士若しくは２級建築施工管理技士
（種別を「仕上げ」とするものに限る。）又は市長がこれと同等以上であると認
める資格を有する者を、本工事に専任で配置できる者）

市内外区分及び総合
評定値

・市内業者で塗装工事の総合評定値が６００点以上ある者

平均実績要件 塗装工事の実績額が１，０００万円以上ある者

追加提出書類 無

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書
要しない。

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項に
ついて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一般競争入札（事
後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

入
札
参
加
資
格

資格審査提出書類

議会の議決

その他

低入札価格調査の有無

案件名
施工場所
施工期限

工事概要

開札予定日時

前金払の有無
中間前金払の有無
部分払の有無
予定価格
最低制限価格の有無

記

姫路市公告第　５５３号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。



下野公園実施設計委託
姫路市広畑区西蒲田地内
令和８年（2026年）　　３月１９日限り

公園実施設計　一式

令和７年（2025年）　１０月２９日　午前１０時

契約締結後に公表
有

入札参加形態 単体

登録業種（詳細業種） 土木コンサルタント（造園）

法令・規定による
登録

建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）第５条の規
定による登録を受けている者

市内外区分 問わない。
ランク 土木コンサルタントの格付けがＡランクである者

平均実績要件 土木コンサルタントの実績額が１，０００万円以上ある者

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・積算内訳書

要しない。

令和７年姫路市公告第１０４号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項
について（コンサルタント）」及び令和７年姫路市公告第５４３号「制限付一
般競争入札（事後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

最低制限価格の有無

入
札
参
加
資
格

資格審査提出書類

議会の議決

その他

予定価格

姫路市公告第　５５４号　　　

令和　７年１０月　１日　　　

 姫路市長　　清　元　秀　泰　　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告す

る。

なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入

札に関する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電

子入札共同運営システム利用規約に従って行う。

記

案件名
施工場所
委託期限

業務概要

開札予定日時



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合
評定値

平均実績要件

追加提出書類

姫路市公告第　５５５号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 阿保地区南駅前線築造工事
施工場所 姫路市北条地内
施工期限 令和８年（2026年）　　３月１７日限り

工事概要
排水構造物工　施工延長　２５６ｍ

舗装工　４８９㎡

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月３１日　午前９時３０分
前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５０
０万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長がこれと
同等以上であると認める資格を有する者（*1）を、本工事に専任で配置できる
者）

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ｅブロックに本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が６９０点以
上８００点未満の者
・城陽校区（小学校校区）に本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値
が５７０点以上６９０点未満の者

無
積算疑義申立制度の有無 有

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

資格審査提出書類

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書

（*1）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建
設業法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

議会の議決 要しない。

その他
令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項に
ついて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４４号「制限付一般競争入札（事
後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合評
定値

平均実績要件

追加提出書類

姫路市公告第　５５６号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 大塩南北線道路新設工事　＜合併入札＞
施工場所 姫路市大塩町地内
施工期限 令和８年（2026年）　　３月１７日限り

工事概要
施工延長　５５ｍ

排水構造物工　施工延長　６２ｍ

アスファルト舗装工　２９０㎡

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月３１日　午前９時３０分
前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額（*1）が４，
５００万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長がこれ
と同等以上であると認める資格を有する者（*2）を、本工事に専任で配置できる
者）

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ｆブロックに本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が６９０点以上
８００点未満の者
・大塩校区（小学校校区）に本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が
５７０点以上６９０点未満の者

無
積算疑義申立制度の有無 有

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

資格審査提出書類

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書

（*1）　本件合併入札に係る「大塩町地内下水道工事」の契約金額との合計とする。

（*2）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建設業
法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

議会の議決 要しない。

その他

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項につ
いて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４４号「制限付一般競争入札（事後審
査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

同日付で姫路市上下水道局が公告する「大塩町地内下水道工事」と合併入札とす
る。



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合
評定値

平均実績要件

その他

姫路市公告第　５５７号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事前審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事前審査型）により契約を締結するので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に

関する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共

同運営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 御蔭一本木遺跡発掘調査工事
施工場所 姫路市豊富町御蔭地内
施工期限 令和８年（2026年）　　３月１７日限り

工事概要

調査面積　１，６７９㎡

発掘調査工　一式
遺構面養生工　一式
記録写真撮影足場工　一式
発掘調査水替工　一式
遺構実測等工　一式
仮設工　一式
付帯構造物撤去工　一式

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月３１日　午前９時３０分
前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５０
０万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長がこれと
同等以上であると認める資格を有する者（*1）を、本工事に専任で配置できる
者）

・市内業者で土木一式工事の総合評定値が５７０点以上ある者

平成２２年４月１日以降に完了した公共機関等（一般財団法人日本建設情報総合
センターが定める建設実績情報のコリンズ・テクリス登録システム利用規約（令
和５年８月２１日施行）第３条第１０号に掲げる機関）が発注した調査面積が５
００㎡以上の埋蔵文化財発掘調査工事又は委託業務の実績を元請として有する者

積算疑義申立制度の有無 有

事前審査用提出書類

・入札参加資格審査申請書
・競争参加資格確認申請書受信確認通知の写し
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・工事施工実績調書

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

落札審査提出書類

・（落札候補者）審査申請書
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

（*1）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建設
業法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

議会の議決 要しない。

その他
令和７年姫路市公告第１０１号「制限付一般競争入札（事前審査型）共通事項に
ついて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４２号「制限付一般競争入札（事
前審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合
評定値

平均実績要件

追加提出書類

姫路市公告第　５５８号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 （北部）中央線道路改良工事
施工場所 姫路市香寺町溝口地内外
施工期限 令和８年（2026年）　　５月２９日限り

工事概要

施工延長　９１ｍ

　排水構造物工　施工延長　１１６ｍ

　舗装工　７３６㎡

　区画線工　施工延長　３５０ｍ

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月３１日　午前９時３０分
前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）

支払区分
支払限度額は、おおむね次のとおりとする。
令和７年度　８０％　令和８年度　２０％

予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５０
０万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長がこれと
同等以上であると認める資格を有する者（*1）を、本工事に専任で配置できる
者）

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ｈブロックに本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が６９０点以
上８００点未満の者
・中寺校区（小学校校区）に本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値
が５７０点以上６９０点未満の者

無
積算疑義申立制度の有無 有

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

資格審査提出書類

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書

（*1）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建
設業法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

議会の議決 要しない。

その他
令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項に
ついて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４４号「制限付一般競争入札（事
後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり



入札参加形態
登録業種（特殊工法） 土木工事

建設業許可区分

配置予定技術者

市内外区分及び総合評
定値

平均実績要件

追加提出書類

姫路市公告第　５５９号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

記

案件名 釜河内川改修（その２）工事
施工場所 姫路市林田町八幡地内
施工期限 令和８年（2026年）　　５月２９日限り

工事概要
施工延長　５７ｍ

水路工　施工延長　５６ｍ

張コンクリート　６６㎡

開札予定日時 令和７年（2025年）　１０月３１日　午前９時３０分
前金払の有無 有
中間前金払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
部分払の有無 有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）

支払区分
支払限度額は、おおむね次のとおりとする。
令和７年度　４６％　令和８年度　５４％

予定価格 契約締結後に公表
最低制限価格の有無 有
低入札価格調査の有無 無

入
札
参
加
資
格

単体

土木一式工事の実績額が１，０００万円以上ある者

金入り設計書閲覧期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

土木一式工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５００
万円以上となる場合は、１級若しくは２級土木施工管理技士又は市長がこれと同等
以上であると認める資格を有する者（*1）を、本工事に専任で配置できる者）

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ａブロックに本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が６９０点以上
８００点未満の者
・林田校区（小学校校区）に本店等のある市内業者で土木一式工事の総合評定値が
５７０点以上６９０点未満の者

無
積算疑義申立制度の有無 有

積算疑義申立期限 令和７年（2025年）　１１月　５日　正午まで

資格審査提出書類

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書

（*1）　市長がこれと同等以上であると認める資格を有する者とは、本工事に係る登録業種において、建設業
法(昭和２４年法律第１００号)第７条第２号ハの規定により認定された者をいう。

・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書

議会の議決 要しない。

その他
令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項につ
いて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４４号「制限付一般競争入札（事後審
査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり



的形排水ポンプ場外遠隔監視装置設置工事
姫路市的形町的形地内外
令和８年（2026年）　　３月１７日限り

的形排水ポンプ場、大塩東排水ポンプ場、東山排水ポンプ場、兼田排水ポンプ場、
西中島排水ポンプ場、塩口排水ポンプ場における、遠隔監視装置　各１組の設置

令和７年（2025年）　１０月３１日　午前１０時

有
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
契約締結後に公表
有
無

入札参加形態 単体

登録業種（特殊工法） 電気工事

建設業許可区分 電気工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

配置予定技術者
本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５００
万円以上となる場合は、１級若しくは２級電気工事施工管理技士又は市長がこれと
同等以上であると認める資格を有する者を、本工事に専任で配置できる者）

市内外区分及び総合評
定値

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆブロックに本店等のある市内業者で電気工事の総合評定値が７２
０点以上ある者
・Ｅ、Ｆブロックに本店等のある市内業者で電気工事の総合評定値が６００点以上
７２０点未満の者

平均実績要件 電気工事の実績額が１，０００万円以上ある者

追加提出書類 無

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書
要しない。

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項につ
いて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４４号「制限付一般競争入札（事後審
査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

入
札
参
加
資
格

資格審査提出書類

議会の議決

その他

低入札価格調査の有無

案件名
施工場所
施工期限

工事概要

開札予定日時

前金払の有無
中間前金払の有無
部分払の有無
予定価格
最低制限価格の有無

記

姫路市公告第　５６０号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。



大手前公園照明灯改修工事
姫路市本町６８番地
令和８年（2026年）　　３月１７日限り

照明灯具取替　１９台

令和７年（2025年）　１０月３１日　午前１０時

有
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
有（ただし、契約金額が１，０００万円未満となる場合を除く。）
契約締結後に公表
有
無

入札参加形態 単体

登録業種（特殊工法） 電気工事

建設業許可区分 電気工事に係る国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けている者

配置予定技術者
本工事に配置できる主任技術者又は監理技術者を有する者（契約金額が４，５００
万円以上となる場合は、１級若しくは２級電気工事施工管理技士又は市長がこれと
同等以上であると認める資格を有する者を、本工事に専任で配置できる者）

市内外区分及び総合評
定値

次のいずれかの条件を満たす者とする。
・Ａ、Ｂ、Ｇ、Ｈブロックに本店等のある市内業者で電気工事の総合評定値が７２
０点以上ある者
・Ｇ、Ｈブロックに本店等のある市内業者で電気工事の総合評定値が６００点以上
７２０点未満の者

平均実績要件 電気工事の実績額が１，０００万円以上ある者

追加提出書類 無

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・最新の経営事項審査結果通知書の写し
・配置予定技術者設置届
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・入札額の算定の根拠となった詳細な積算書
要しない。

令和７年姫路市公告第１０２号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項につ
いて（工事）」及び令和７年姫路市公告第５４４号「制限付一般競争入札（事後審
査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

記

姫路市公告第　５６１号　　

令和　７年１０月　１日　　

姫路市長　　清　元　秀　泰　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

　下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告する。

　なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入札に関

する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電子入札共同運

営システム利用規約に従って行う。

低入札価格調査の有無

案件名
施工場所
施工期限

工事概要

開札予定日時

前金払の有無
中間前金払の有無
部分払の有無
予定価格
最低制限価格の有無

入
札
参
加
資
格

資格審査提出書類

議会の議決

その他



見野東線測量等委託
姫路市四郷町見野地内
令和８年（2026年）　　３月１９日限り

委託延長　施工延長　１２０ｍ

打合せ等　１業務

基準点測量　６点

路線測量　施工延長　０．１２㎞

現地測量　一式

道路詳細設計　一式

令和７年（2025年）　１０月３１日　午前１０時

契約締結後に公表
有

入札参加形態 単体

登録業種（詳細業種） 測量

法令・規定による
登録

測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の規定による測量業者と
しての登録を受けている者

市内外区分 市内業者である者
ランク 測量の格付けがＡランク又はＢランクである者

平均実績要件 測量の実績額が１，０００万円以上ある者

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・積算内訳書

要しない。

令和７年姫路市公告第１０４号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項
について（コンサルタント）」及び令和７年姫路市公告第５４４号「制限付一
般競争入札（事後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

最低制限価格の有無

入
札
参
加
資
格

資格審査提出書類

議会の議決

その他

予定価格

姫路市公告第　５６２号　　　

令和　７年１０月　１日　　　

 姫路市長　　清　元　秀　泰　　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告す

る。

なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入

札に関する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電

子入札共同運営システム利用規約に従って行う。

記

案件名
施工場所
委託期限

業務概要

開札予定日時



幹第３９号線外３路線自転車利用環境整備設計等委託
姫路市大津区平松地内外
令和８年（2026年）　　３月１９日限り

３級基準点測量　２点

路線測量　施工延長　０.１９㎞

現地測量　０．００３㎢

整備計画図面・協議等資料作成　一式

道路詳細設計　一式

令和７年（2025年）　１０月３１日　午前１０時

契約締結後に公表
有

入札参加形態 単体

登録業種（詳細業種） 土木コンサルタント（道路）

法令・規定による
登録

建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）第５条の規
定による登録を受けている者

市内外区分 問わない。
ランク 土木コンサルタントの格付けがＡランクである者

平均実績要件 土木コンサルタントの実績額が１，０００万円以上ある者

・制限付一般競争入札参加資格審査申請書
・関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
・市税の納税証明書
・国税の納税証明書
・積算内訳書

要しない。

令和７年姫路市公告第１０４号「制限付一般競争入札（事後審査型）共通事項
について（コンサルタント）」及び令和７年姫路市公告第５４４号「制限付一
般競争入札（事後審査型）に係る日程等の共通事項について」に定めるとおり

最低制限価格の有無

入
札
参
加
資
格

資格審査提出書類

議会の議決

その他

予定価格

姫路市公告第　５６３号　　　

令和　７年１０月　１日　　　

 姫路市長　　清　元　秀　泰　　　　

　　　制限付一般競争入札（事後審査型）について

下記の案件について制限付一般競争入札（事後審査型）により契約を締結するので、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により下記のとおり公告す

る。

なお、本件は兵庫県電子入札共同運営システムを利用して入札を行う電子入札案件であり、入

札に関する手続については、姫路市電子入札実施要綱（平成１８年４月１日制定）及び兵庫県電

子入札共同運営システム利用規約に従って行う。

記

案件名
施工場所
委託期限

業務概要

開札予定日時



                       姫路市公告第 ５６４号   

                   令和 ７年１０月 １日   

 

               姫路市長  清 元 秀 泰    

  

姫路市英賀保駅周辺土地区画整理組合の事業計画変更（第８回）の      

縦覧について 

 

 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第２項において準用する同

法第２０条第１項の規定により、標記の組合の事業計画変更（第８回）を下記のとお

り２週間の縦覧に供する。  

 

記 

 

１ 縦覧期間 

  令和７年（2025 年）１０月１４日から同年１０月２７日まで 

 

２ 縦覧時間 

  午前９時から午後５時まで 

 

３ 縦覧場所 

  姫路市安田四丁目１番地 

  姫路市役所７階 区画整理課内 

 

 

 

 



姫路市公告第 ５６５号    

令和 ７年１０月 １日  

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市営住宅の入居者募集について 

 

姫路市営住宅の入居者の募集を別紙のとおり行うので、姫路市営住宅管理条例（平

成９年姫路市条例第２５号）第４条第２項の規定により公示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和７年度（ 年度）

市営住宅入居申込案内書（後期）

≪ 受 付 順 住 宅 ≫

受付期間：令和７年１０月１日～令和８年３月３１日

市営住宅の空き住戸入居予定者を次のとおり募集します。

収入制限等の申込み資格がありますので、この案内書をよく読んで申込みをしてください。

申込みは、１世帯１住宅に限ります。

※募集住戸には限りがあるため、申込状況より、募集を終了している住宅がある場合があります。

申し込みの際には、最新の募集状況を下記連絡先にお問い合わせください。

※修理日数は概ね４か月を要します（お部屋の状況により、６か月程度要する場合がございます）。

ただし、令和７年１２月以降にお申込の場合、修理の開始は令和８年４月以降となるため、鍵

のお渡しは令和８年６月～７月頃を予定しております。

１ 申込受付場所・時間

問い合わせ先

姫路市 住宅課（本庁舎５階）

〒 姫路市安田四丁目 番地 姫路市役所

・

 
①場 所 姫路市役所 住宅課（５階） 
 
②時 間 午前９時から１２時まで及び午後１時から５時まで 

※申込みは、本人又は申込内容の分かる人が直接持参又は郵送にて提出して

ください。 
※書類不備の場合は、受付できません。 

 
入居申込みを代行する業者があるようですが、これらの業者は姫路市とはまっ

たく関係ありません。
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２ 募 集 住 宅

住宅名
建設
年度

構造
※①

居室
募集
戸数

浴室設
備
※②

面積
（㎡）

令和７年度一般世帯家
賃

（裁量世帯）

駐
車
場

ガ
ス

校区 備考

砥堀東
（２・３棟）

中耐 ○ 15,000～22,300(29,400) 無 有 天然 砥堀 単身可

清水谷
（１棟）

25,200～37,600(49,600)

清水谷
（２棟）

25,500～37,900(50,000)

塚本
（１棟）

中耐 ◎ 23,900～35,600(47,000) 有 有 上菅

27,900～41,600(54,800)

25,500～38,000(50,100)

30,100～44,900(59,200)

21,900～32,600(43,000) 単身可

英賀
（２棟）

中耐 〇 21,500～32,000(42,200) 無 有 天然 英賀保

網干西
（１棟）

中耐 〇 16,400～24,400(32,200) 無 有 網干西

24,400～36,400(48,000)

23,300～34,700(45,800)

余部
（２棟）

24,000～35,800(47,200)

余部
（３棟）

23,100～34,400(45,400)

別所
（２棟）

中耐 〇 17,600～26,300(34,600) 無 有 別所

27,500～41,000(54,100)

24,900～37,100(48,900)

東阿保
（２棟）

25,300～37,700(49,700)

書写東
（１棟）

28,200～42,100(55,500)

書写東
（２棟）

29,200～43,500(57,300)

書写東
（５棟）

27,000～40,300(53,100)

六角
（６棟）

高層 20,800～30,900(40,800) 単身可・★

六角
（７棟）

中耐 29,200～43,400(57,300)

18,300～27,300(33,800)

19,800～29,500(37,500)

皆河 木造 ◎ 16,500～24,600(27,500) 無 無 安富北

安志才ノ元 ◎ 無 無

天然 曽左

木造 安富南

◎ 有 有

◎
（注）

有 有

有 天然

東阿保
（１棟）

天然 妻鹿有

余部

中耐 ◎ 有 有

中耐

高層 ◎ 有

妻鹿
（１棟）

妻鹿
（２棟）

有 有 置塩中耐 ◎

網干網干新在家 高層 〇 有

天然

天然 四郷

曽左中耐 ◎ 無 有 天然

所在地については ～ ページに記載しています。
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※①【構造欄について】 中耐：３・４・５階建中層耐火造、高層：６ ～ １０階建高層耐火造

※②【浴室設備欄について】

◎：給湯器・浴槽・シャワーあり、〇：釜・浴槽あり、無印：浴槽、風呂釜等は入居者で準備

注：給湯器（風呂のみ）・浴槽・シャワー

ＥＶ：エレベーター

備考欄に★印の入っている住宅は、過去に孤独死、自殺、火災等があった部屋です。

お申込の際は予めご了承ください。

家 賃 階 層

下表の政令月収の区分により家賃の階層が決定します。

政 令 月 収（ 円 ） 一 般 世 帯 裁 量 世 帯

～

～

～

～

～ ―

～ ―

※政令月収の計算方法については、７ページ以降を参照してください。

※階層別家賃の額は、家賃算定基礎額の改正や、住宅の建築後の経過年数などによって毎年変わります。

入居収入・所得基準早見表

区分 単身者 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯

給与

所得者

年間総収入金額
～ ～ ～ ～ ～

（裁量世帯）
～ ～ ～ ～ ～

事業

所得者

年間総所得金額
～ ～ ～ ～ ～

（裁量世帯）
～ ～ ～ ～ ～

年金

所得者

満 歳

以上

年間総収入金額
～ ～ ～ ～ ～

（裁量世帯）
～ ～ ～ ～ ～

入居者の中で所得がある方が１人だけで、特別控除対象者がいない場合、上表で入居資格があるか

どうか確認できます。

※ 特別控除対象とは「同居・扶養控除」以外の控除のことをいいます。（１０ページ参照）
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３ 申 込 資 格

申込ができる方は、次の全ての条件を備えていることが必要です。（下記の条件を満たした方であっても、

住宅内の改造を要する方、団地内で円滑な共同生活を行うことができない方又は過去に市営住宅に入居し、

姫路市営住宅管理条例・同条例施行規則等に違反した方は申込みできません。）

⑴ 姫路市内に住所又は勤務場所があること。

住民票や在職証明書などで、その事実が確認できること。

⑵ 夫婦又は親子を主体として独立の生計を営み、家族数が２人以上であること。

事実上婚姻関係にある方、婚約中で申込みをしてから入居までに入籍を予定されている方は

申込みできますが、単身若しくは友人等の寄り合い世帯による申込み、又は同居扶養義務がな

い親族を呼んで同居したり、家族を不自然に合体・分離する申込みはできません。また、母子・

父子世帯での申込みは、申込者に戸籍上配偶者がなく、１８歳未満の子の親権者であることが

必要です。（４ページ 単身入居申込資格⑧に該当する方は除く。）

パートナーシップ宣誓書受領書等の交付を受けた方については、婚姻関係にある者とみなし

ます。宣誓予定の方につきましては、入居までにパートナーシップ宣誓書受領書等の交付を受

ける必要があります。

⑶ 現に住宅に困窮していることが明らかであること。

すでに公営住宅に入居している場合、持家がある場合、又は自己の責めにより住宅の立ち退

きを求められている場合及び家賃等を滞納している場合は、申込みできません。ただし、売却

等により持家を入居時までに処分できる方は申し込むことができます。持家の処分確認につき

ましては、入居までに所有権の移転等を証明する書類（登記簿謄本等）を提出していただく必

要があります。

⑷ 入居しようとする人が暴力団員でないこと。

⑸ 入居しようとする家族全員の収入合計が、国で定める公営住宅の入居資格収入基準の範囲内

であること。（７ページ参照）

● 単身入居申込資格

上記申込資格⑴及び⑶から⑸までを満たす方で、かつ、以下の条件のいずれかに該当する方は

単身で入居申込みができます。

① 満６０歳以上である方

② 障害者基本法第２条に規定する障害者で、その障害の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第

５号の１級から４級まで、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に規

定する１級から３級まで、又は知的障害の程度がその同等程度の方で、身体障害者手帳、精神

障害者保健福祉手帳、又は療育手帳の交付を受けている方

③ 戦傷病者で、その障害の程度が恩給法別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで、又は同

法別表第１号表ノ３の第１款症である方で、戦傷病者手帳の交付を受けている方

④ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第１１条の規定による厚生労働大臣の認定を受け

ている方
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⑤ 生活保護を受けている方又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支

援に関する法律第１４条第１項に規定する支援給付を受けている方

⑥ 海外からの引揚者で、本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない方

⑦ ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律第２条に規定するハンセン

病療養所入所者等

⑧ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（以下「ＤＶ法」という。）第１条

第２項に規定する被害者又はＤＶ法第２８条の２に規定する関係にある相手からの暴力を受

けた者でア、イ、ウのいずれかに該当する方

ア ＤＶ法第３条第３項第３号（ＤＶ法第２８条の２において準用する場合を含む。）の規

定による配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護、ＤＶ法第５条（ＤＶ法第２８条

の２において準用する場合を含む。）の規定による女性自立支援施設における保護又は児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２３条第１項の規定による母子生活支援施設に

おける保護が終了した日から起算して５年を経過していない者

イ ＤＶ法第１０条第１項又は第１０条の２（ＤＶ法第２８条の２においてこれらの規定を

準用する場合を含む。）の規定により裁判所がした命令の申立てを行った者で当該命令が

その効力を生じた日から起算して５年を経過していない者

ウ 「配偶者からの暴力被害者の取扱い等に関する証明書の発行について」（平成２０年５

月９日雇児福発第 号）に基づき、女性相談支援センター等による『配偶者からの

暴力の被害者の保護に関する証明書』が発行されている者

なお、女性相談支援センター以外の配偶者暴力対応機関（配偶者暴力相談支援センター、

福祉事務所及び市町村における配偶者暴力相談支援担当部署）、行政機関又は関係機関と連

携してＤＶ被害者支援を行っている民間支援団体（婦人保護事業委託団体、地域ＤＶ協議

会参加団体及び補助金等交付団体）において、『公営住宅への入居等に関する配偶者暴力被

害申出受理確認書』による確認がされている者も、上記証明書が発行されている者と同様

に扱う。

※ 上記①から⑧までのいずれかに該当する方であっても、常時の介護を必要とする方は申込み

できません。

４ 実 態 調 査

⑴ 申込者に対して、必要に応じて実態調査を行います。

⑵ 実態調査の結果、申込書記載事項が事実に相違したり、住宅に困窮していなかったり、収入が

基準に合わないことが判明した場合には、申込みを取り消します。
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５ 入居申込提出書類

下記の書類を揃えて、直接又は郵送で提出してください。書類に不備がある場合は受付で

きません。★婚約中の方は双方の申込提出書類が必要です。

※① 姫路市営住宅入居申込書

必要事項をもれなく記入してください。

※② 誓約書

入居者及び同居予定者が暴力団員でないことを誓約していただきます。

③ 入居予定者の世帯全員の記載がある住民票

世帯全部の写し・続柄の記載があるもの（外国籍の方は、世帯全部の写し・続柄・在留資格・

期間の記載があるもの）

④ 所得証明書（配偶者控除の有無及び扶養家族数の確認ができるもの）

令和７年度所得証明書を提出してください。

⑤ 戸籍謄本

単身者、母子・父子世帯での申込みの方は必要です。

婚約中での申込みの方は、入居までに入籍したことが分かる戸籍謄本の提出が必要です。

※⑥ 在職証明書

現在勤務されている方は、現在の勤務先から証明を受けてください。

⑦ 令和７年分源泉徴収票（給与所得の方）

令和８年１月以降に申込みの方は必要です。

源泉徴収をしない事業所に勤務されている方は、令和７年１月～令和７年１２月分の給与支

払証明書（※⑧）を提出してください。

※⑧ 給与支払証明書

現在の勤務先に令和６年１月１日以降に就職した方は、証明を受けて提出してください。

⑨ 令和６年分市民税申告書の写し又は所得税申告書の提出事実確認書類

★事業所得者又は無職無収入の方はご提出ください。

現在の事業を令和６年１月１日以降に開業し、引き続き営業する方は、申告時に申告書と

同じ内容の控えを作成し、市民税課より収受日付印を受けるか、国税庁ホームページ「申告

書等の情報の取得について」より印刷した申告書等をご提出ください。

※⑩ 事業収入申告書

現在の事業を令和６年１月１日以降に開業した方は、提出してください。

※⑪ 退職証明書

令和６年～申込みまでに所得があったが、現在退職して所得がなくなった場合及び転職した

場合は、勤務していたところで証明を受けていただくか、離職票を提出してください。

⑫ 生活保護を受給中の方は、福祉事務所の発行する証明書を提出してください。
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⑬ 障害のある方は、その証明書（身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者福祉手帳等）のコピ

ーを提出してください。

⑭ 持家がある方は、所有権が他の方へ移転したことが分かる登記簿謄本を提出してください。

⑮ その他

県営住宅にお住いの方（申込みできる方に制限があります。）は家賃の滞納が無いこと及び

入居予定者が入居許可を受けていることが分かる書類を提出してください。申込みの実態に

より、各種必要書類を提出していただく場合があります。

※は、申込書のうしろに用紙があります。

６ 入居・その他

⑴ 申込み後に連絡先・申込内容等の変更があった場合や、他に住宅を確保したため申込が不要と

なった場合は、必ず申し出てください。なお、入居に当たって婚約者が変わった場合や、単身と

なる等世帯構成が変更になった場合、申込を取り消すことがあります。

⑵ 市が指定した日から１４日以内に入居してください。正当な理由なくこの間に入居しない場合

は、入居の意思がないものとみなして入居を取り消すことがあります。

⑶ 入居手続きの際には、緊急時の連絡先の届出が必要です。（単身での申込の場合は、身元保証

人も必要です。）

⑷ 敷金として、家賃の３か月分を入居手続の際に納入していただきます。

⑸ 入居後は、家賃のほかに共同施設の利用経費（一般共益費）が必要です。

⑹ 住宅では、ペット類の飼育を認めていません。

⑺ 所得申告していない人は、受付できません。

⑻ 住宅の下見はできません。

⑼ 住宅は、以前に人が居住していた住宅ですので新しい状態ではありません。修繕しても汚れや

釘穴などを完全に無くすことはできません。あらかじめご了承ください。

⑽ 住宅の家賃は、入居者の収入や住宅の立地条件・広さ・築年数・設備等の便益に応じた家賃と

なります。入居後の家賃は、毎年度提出していただく「収入申告書」により収入を認定し、翌年

度の家賃を決定します（定額の家賃ではありません）。

⑾ 書類審査で入居資格があると認められた方に、契約等に関する書類をお渡しします。全ての書

類が揃い、条件を満たしてから修理を行います。修理日数は概ね４か月要します（お部屋の状況

により、６か月程度要する場合がございます）。ただし、令和７年１２月以降にお申込の場合、

修理の開始は令和８年４月以降となるため、鍵のお渡しは令和８年６月～７月頃を予定してお

ります。

鍵の受領期限は申込日から１年間です。１年を過ぎると申込は無効となります。

また、婚約での申込みの場合、鍵をお渡しできるのは入籍後となります。

⑿ 家賃に駐車場料金は含まれていません。

⒀ 六角・清水谷住宅は地上テレビ放送難視聴地域にあるため、地上テレビ放送の視聴には、ケー

ブルテレビへの加入が必要となります。加入方法や料金等の詳細については、姫路ケーブルテレ

ビ℡ にお問い合わせください。
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７ 入居資格収入額

あなたの政令月収が､収入資格の範囲内であるかどうかを確認してください。

１ 政令月収の計算方法

政令月収＝（年間総所得金額－控除合計額）÷１２

政令月収とは､入居しようとする家族全員の年間総所得金額から扶養控除額等の控除合計額を

差し引いた後の額を１２で割った額です。

控除については、「控除の種類」（１０ページ）を参照してください。

２ 入居資格

次の政令月収の世帯は､申込みができます。

（１）一般世帯………政令月収 円以下

（２）裁量世帯………政令月収 円以下

裁量世帯とは、次のいずれかにあてはまる世帯です。

① 高齢者世帯

申込者が６０歳以上の人で、かつ、同居者のいずれもが６０歳以上又は１８歳未満の人からなる世帯

② 心身障害者世帯（申込者本人又は同居する親族が次のいずれかに該当する世帯）

（ア）身体障害者

身体障害者福祉法施行規則別表第５号の１級から４級までの障害があり、身体障害者手帳をお持ちの人

（イ）精神障害者

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令に規定する１級又は２級に該当する人

（ウ）知的障害者

療育手帳（判定Ａ又はＢ１）をお持ちの人

③ 戦傷病者

恩給法別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで、又は同法別表第１号表ノ３の第１款症である人

で戦傷病者手帳の交付を受けている人

④ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第１１条の規定による厚生労働大臣の認定を受けている人

⑤ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない人

⑥ 法で規定するハンセン病療養所入所者等に該当する人

⑦ 同居者に小学校就学の始期に達するまでの子どもがいる世帯

⑧ 夫婦の年齢の合計が７０歳以下である世帯

３ 所得とは（所得税法上、課税の対象となる所得をいいます。）

（１）給与所得 ＜給与、俸給、賃金、賞与等＞の場合

給与所得控除後の金額

（２）公的年金等 ＜厚生年金、共済年金、国民年金、恩給等＞の場合

公的年金等控除後の金額（ただし、非課税所得となる障害年金、遺族年金等を除く。）

（３）事業・雑所得等 ＜事業所得、配当所得、不動産所得等＞の場合

年間総収入額から所得税法にいう必要経費を除いた金額

※ 大工、左官、建築手伝い、日雇い、保険の外交等の方は仕事の内容により事業所得となる場合があり

ます。
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７ 入居資格収入額

あなたの政令月収が､収入資格の範囲内であるかどうかを確認してください。

１ 政令月収の計算方法

政令月収＝（年間総所得金額－控除合計額）÷１２

政令月収とは､入居しようとする家族全員の年間総所得金額から扶養控除額等の控除合計額を

差し引いた後の額を１２で割った額です。

控除については、「控除の種類」（１０ページ）を参照してください。

２ 入居資格

次の政令月収の世帯は､申込みができます。

（１）一般世帯………政令月収 円以下

（２）裁量世帯………政令月収 円以下

裁量世帯とは、次のいずれかにあてはまる世帯です。

① 高齢者世帯

申込者が６０歳以上の人で、かつ、同居者のいずれもが６０歳以上又は１８歳未満の人からなる世帯

② 心身障害者世帯（申込者本人又は同居する親族が次のいずれかに該当する世帯）

（ア）身体障害者

身体障害者福祉法施行規則別表第５号の１級から４級までの障害があり、身体障害者手帳をお持ちの人

（イ）精神障害者

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令に規定する１級又は２級に該当する人

（ウ）知的障害者

療育手帳（判定Ａ又はＢ１）をお持ちの人

③ 戦傷病者

恩給法別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで、又は同法別表第１号表ノ３の第１款症である人

で戦傷病者手帳の交付を受けている人

④ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第１１条の規定による厚生労働大臣の認定を受けている人

⑤ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない人

⑥ 法で規定するハンセン病療養所入所者等に該当する人

⑦ 同居者に小学校就学の始期に達するまでの子どもがいる世帯

⑧ 夫婦の年齢の合計が７０歳以下である世帯

３ 所得とは（所得税法上、課税の対象となる所得をいいます。）

（１）給与所得 ＜給与、俸給、賃金、賞与等＞の場合

給与所得控除後の金額

（２）公的年金等 ＜厚生年金、共済年金、国民年金、恩給等＞の場合

公的年金等控除後の金額（ただし、非課税所得となる障害年金、遺族年金等を除く。）

（３）事業・雑所得等 ＜事業所得、配当所得、不動産所得等＞の場合

年間総収入額から所得税法にいう必要経費を除いた金額

※ 大工、左官、建築手伝い、日雇い、保険の外交等の方は仕事の内容により事業所得となる場合があり

ます。

 

（４）非課税所得

遺族年金、障害年金、生活保護の各扶助費、雇用保険金、労働災害保険金、休業補償、仕送り等は、非

課税所得であり政令月収の計算の対象にはなりません。

４ 扶養親族とは

扶養親族とは、税法上の扶養親族だけでなく、市営住宅に同居する全ての親族を含みます。これらの方に所

得があれば所得を合算し、その上で扶養親族とみなします。

５ 所得者が１人の場合

（１）次の分類により「入居収入・所得基準早見表」で確認してください。

①給与所得者で給与収入金額による場合……年間総収入金額

②事業所得者など所得金額による場合……年間総所得金額

（２）就職・開業が１年未満のときは、年間（給与収入又は総所得）の推定金額を次の式で計算してください。

※１ 勤続１年未満の方の年間給与収入金額推定方法

次の例により、現在の会社等から受けている給与等で１年間の給与収入金額を推定し「入居収入・所得

基準早見表」で確認してください。（令和７年１０月に申込む場合）

（例） ▲▲会社に令和７年１月１０日に就職した場合 （翌月から計算してください。）

推 定 年 間

給 与 収 入 金額

＝
給与総額（７年２月～７年９月の間）

× １２か月 ＋
夏期・冬期等

のボーナス勤務の期間（８か月）

（ボーナス実績のない場合は支給推定額）

※２ 事業継続１年未満の方の年間総所得金額推定方法

次の例により、現在の事業による所得等で１年間の総所得金額を推定し「入居収入・所得基準早見表」

で確認してください。（令和７年１０月に申込む場合）

（例） ▲▲商店を令和７年１月１０日に開業した場合 （翌月から計算してください。）

推 定 年 間

総 所 得 金 額
＝

総所得額（７年２月～７年９月の間）
× １２か月

事業の期間（８か月）

６ 所得者が２人以上・控除対象者がいる場合

（１）入居申込本人以外の親族又は婚約者等で収入がある場合

① 給与所得者１人ごとに「給与収入金額から給与所得金額を計算する方法」（９ページ）で給与所得金

額を求め、それらを合算してから「入居収入・所得基準早見表」で確認してください。

② 事業所得者は所得額をそのまま合算して「入居収入・所得基準早見表」で確認してください。

③ 給与所得者と事業所得者がいる場合、給与所得者の給与所得金額を求めた後に、事業所得者の所得金

額を合算して「入居収入・所得基準早見表」で確認してください。

※ ただし、市が定める入居予定日までに退職する場合は申込書に『退職予定』と記入してください。退

職予定の場合、収入は合算されません。

（２）控除対象者がある場合

「控除の種類」（１０ページ）にある控除対象者に該当する場合は、給与所得金額又は年間総所得金額から控

除します。控除した額を「入居収入・所得基準早見表」で確認してください。
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〈給与収入金額から給与所得金額を計算する方法〉

給 与 収 入 金 額 算 出 方 法 給 与 所 得 金 額

円～ 円 「 」円

円～ 円 給与収入金額－ 円

円～ 円 「 」円

円～ 円 「 」円

円～ 円 「 」円

円～ 円 「 」円

円～ 円

給与収入金額÷ 円＝

小数点以下を切り捨てる

⇒その結果× 円＝

端数整理後の給与収入金額

端数整理後の給与収入金額× ＋

円

円～ 円 端数整理後の給与収入金額×

－ 円

円～ 円 端数整理後の給与収入金額×

－ 円

円～ 円 給与収入金額× － 円

円～ 給与収入金額 － 円

〈年金収入金額から年間所得金額を計算する方法〉

年

齢
年 金 収 入 金 額 算 出 方 法（年 金 所 得 金 額）

満

歳

以

下

～ 円 「 」円

円 ～ 円 年金収入金額－ 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 年金収入金額 円

満

歳

以

上

～ 円 「 」円

円 ～ 円 年金収入金額－ 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 年金収入金額× － 円
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〈給与収入金額から給与所得金額を計算する方法〉

給 与 収 入 金 額 算 出 方 法 給 与 所 得 金 額

円～ 円 「 」円

円～ 円 給与収入金額－ 円

円～ 円 「 」円

円～ 円 「 」円

円～ 円 「 」円

円～ 円 「 」円

円～ 円

給与収入金額÷ 円＝

小数点以下を切り捨てる

⇒その結果× 円＝

端数整理後の給与収入金額

端数整理後の給与収入金額× ＋

円

円～ 円 端数整理後の給与収入金額×

－ 円

円～ 円 端数整理後の給与収入金額×

－ 円

円～ 円 給与収入金額× － 円

円～ 給与収入金額 － 円

〈年金収入金額から年間所得金額を計算する方法〉

年

齢
年 金 収 入 金 額 算 出 方 法（年 金 所 得 金 額）

満

歳

以

下

～ 円 「 」円

円 ～ 円 年金収入金額－ 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 年金収入金額 円

満

歳

以

上

～ 円 「 」円

円 ～ 円 年金収入金額－ 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 円 年金収入金額× － 円

円 ～ 年金収入金額× － 円

 

〔控 除 の 種 類〕

控除名 条件 控除額

同居・扶養控除

①申込者本人以外で、市営住宅へ入居しようとする人

②市営住宅に入居はしないが、所得税法上、申込者本人又

は同居者が扶養している人

円

普通障害者控除 「特別障害者」以外の障害者 円

特別障害者控除

①知的障害者「Ａ」の交付を受けている人

②１・２級の身体障害者

③１級の精神障害者

④戦傷病者手帳の交付を受け、障害の程度が特別項症から

第３項症までの人

⑤原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律により厚生

労働大臣の認定を受けている人

円

ひとり親控除

現に婚姻していない又は配偶者の生死が不明であり、事実

上婚姻関係と同様の事情があると認められる者もおらず、

生計を一にする子（総所得金額等が４８万円以下で他の人

の同一生計配偶者や扶養親族でない者）を有し、合計所得

金額が５００万円以下の人

円

※所得金額が

万円未満の時は

当該所得金額

寡婦控除

ひとり親に該当せず、事実上婚姻関係と同様の事情がある

と認められる者もおらず、夫と離婚した後婚姻せず扶養親

族のある場合、及び夫と死別した後婚姻をしていない又は

夫が生死不明となった場合で、年間の合計所得金額が５０

０万円以下の人

円

※所得金額が

万円未満の時は

当該所得金額

特定扶養親族控除 満１６歳以上２３歳未満の扶養親族 円

老人扶養親族控除 満７０歳以上の扶養親族及び控除対象配偶者 円

基礎控除振替

①給与所得又は公的年金等に係る雑所得のいずれかを有

する人（当該所得の金額が１０万円未満である場合に

は、当該給与所得又は当該公的年金等に係る雑所得の金

額）

②給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係る

雑所得の金額がある人（当該給与所得控除後の給与等の

金額及び当該公的年金等に係る雑所得の金額の合計額

が １０万円未満である場合には、当該合計額）

円

上記控除と重複

して控除可

※ 扶養親族…所得税法上の扶養親族のこと。
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住 宅 の 位 置
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住 宅 の 位 置

 

  

 

 
 
 
 
 
 



姫路市公告第 ５６６号   

令和 ７年１０月 １日   

 

        姫路市長  清 元 秀 泰    

 

公売の中止について 

 

令和７年８月２０日付け姫路市公告第４７０号で公告した下記の公売を中止するの

で公告する。 

 

記 

 

売却区分番号 姫２５－３ 



 

 

 姫路市公告第 ５６７号   

 令和 ７年１０月 １日   

 

 姫路市長  清 元 秀 泰    

 

事業計画のある道路指定について 

 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定により事業計画のある道路

を指定したので、建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１０条の規定により公告す

る。 

 
 

記 

 

指定道路の種類 指定番号 指定年月日 指 定 道 路 の 位 置 幅員 延長 

    ｍ ｍ 

      

法第42条第1項第4号 7-01 令和7年 姫路市東辻󠄀井二丁目116番4、117

番8、117番9、117番10、117番

11、118番5、123番7、123番8、

123番9、117番10地先水路の一部

及び123番7地先水路の一部並びに

東辻󠄀井三丁目116番2、117番2、

117番4、117番5、124番2、125番

1、125番2、125番3、125番5、125

番10、125番11、125番13、127番

3、127番27、127番28、155番1、

155番2、155番3、155番2地先水路

の一部及び117番2地先里道の一部 

30.00 92.00 

（2025年） 

9月30日 

   

   

 

 

   

   

 

 

 

 



姫路市公告第 ５６８号   

令和 ７年１０月 １日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰    

 

開発行為に関する工事の完了について 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定による許可に係る  

次の開発行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告す

る。 

 

記 

 

１ 許可年月日及び許可番号 

令和７年７月１１日 

姫路市指令土 第１－７４－３号（２４） 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称  

姫路市四郷町明田字宮ノ前６９２番１、６９２番１地先水路及び６９２番３の一

部 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

姫路市飾磨区野田町９５番地３ 

翼ホーム株式会社 

代表取締役 梅本 宗宜 



姫路市公告第 ５６９号   

令和 ７年１０月 １日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰    

 

開発行為に関する工事の完了について 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定による許可に係る  

次の開発行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告す

る。 

 

記 

 

１ 許可年月日及び許可番号 

令和７年７月１１日 

姫路市指令土 第１－７５－３号（２４） 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称  

姫路市四郷町明田字町ノ坪３９０番１の一部 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

姫路市飾磨区野田町９５番地３ 

翼ホーム株式会社 

代表取締役 梅本 宗宜 


